
地域経済の動向と今後の課題  

井 原 健 堆  

Ⅰ問題の背景。Ⅱ 現実の動向。Ⅲ 今後の課題。  

Ⅰ   

現在，地域経済問題ほ新しい局面をむかえようとしている。それは．たとえば，  

昭和37年に策定された「全国総合開発計画」が，その後の地域経済の変貌によ  

って改訂をせまられているといった，法制的事情によってまず端的に．あらわれ  

ている0 しかしながら，より一層重要なことは，地域矧発紅ついてこれまで支  

配的であった考え方そのものが，いまや反省と方向転換を余儀なくされている  

という事実に，・それを集約して述べることができる。   

地域開発について－の従来からの支配的，－・般的な考え方とは，戦後の日本経  

済の高度成長と重化学工業化の推進の方向と軌を－・にして－，どの地域紅おいて  

もー・様にユ業化による地域的発展と工場誘地を主要な政策目標にかかげること  

に・あった。事実，全国総合開発計画が打ち出した「拠点開発方式」の構想も，  

地域経済の当面の課題を「過密」問題と「格差」問題の二つに．集約して捉え，  

工業立地の地方分散化によって，過密是正と格差是正との一石二鳥の効果を期  

待したものとみることができる。1）   

ところが，現実の地域経済の動向ほこれとは逆行して，－・般の期待を裏切る  

結果となってあらわれた。すなわち，先進地域への工業集積の進行が，一方で  

ほ（i）過密の弊害，をもたらしたが，同時に，その間じ集積の進行が地域間に．  

おける経済発展の格差となってあらわれ，この（ii）地域格差，の是正が一層強  

く要請されるに．至った。   

もしも－・方で，過密の弊害が工業立地の再検討を媒介として地方分散化を導  

くことになり，また他方，地域格差の是正の方向が同じく開発の地域的分散化   

1）総合政策研究会『日本の地域開発』，ダイヤモンド社，1964年，167－178ぺ一汐に全   

国開発計画（総説）が記載されているので，参照されたい。   
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をもたらすのであれば，過密是正と格差是正とを同時併行的に／図ろうとする政  

策目標の達成も，さはど困難なものとはいえないであろう。しかしながら，過  

密是正と格差是正という二つの要求が一徹すべき何らの論理的必然性も，われ  

われは持ち合ゎせていないのである。なぜなら，それら二つの基本的要求は，  

もともと独立した別個の原理紅ねぎしたものと判断すべきだからである。2）す・  

なわち，  

（i）過密の弊害は，集積の利益（外部経済効果）をめぎす私的企業の行動の  

結果として発生したと考えるべきであり，したがって集中への内在的動因  

をみる基本的立場は「生産力」観点に．求められる。それゆえ，過密の弊害  

を緩和し，これを解決するための立地再検討の方策も，この「生産力」観  

点に．立脚して行われるであろうし，したがってその方向が，後進地域の開  

発にそのままつながるという必然性は，もとより存在しない。他方，  

（ii）地域格差を是正しようとする要求の基本的立場は，あくまでも「福祉  

的」観点に求められる。つまり，後進地域の開発に．よる格差是正の要求が，  

私的企業の利潤ベースに∵合致すべき保証ほもとよりないのであって，それ  

ゆえ格差是正の要求は，私的企業の採算ベースをほなれた「福祉的」観点  

にたよらざるをえないのである。   

しかし，混合主義体制のもとでは，この原理的に対立する二つの要求の接触  

と交流の吟味がとく紅重要な政策的課題を提供する。そこでは，なに．よりもま  

ず，その両者の「両立可能性の有無」とその条件が検討される必要があり，そ  

れ紅よってほじめて，「政策的調整の導入」紅よる通が開かれ，地域開発問題  

自体の本質的属性ともいうべき「複合目的性」への方策を探究する基礎が与え  

られるのである。   

本稿ほ，かかる問題意識を基本的視点とした場合，われわれがこれまで展開  

してきた分析手法－すなわち，「部門分割モデル」を意味する－の再考と  

その位置づけを試み，さらに．新しい拡充の方向を探究することをその日的とす  

2）以下に述べる二つの基本的論点の整理ほ，宮沢健劇「地域経済と産業連関の構造」，『横  

浜葡大論叢，社会科学系列』，1964年3月，1－2ぺ一汐紅負うところ大である。   
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る。3）   

かくて，Ⅱ節でほ．，まず戦後わが国の地域経済の変貌の特徴と，その随伴現  

象として顕在化した問題群の整理を試みる。つぎに，Ⅲ節でほ．，前節に．おいて  

明らか紅した地域経済の諸問題に対処するとき，必然的に要請される基本的論  

点を解明し，それと関連づけて当初の目的を考察する。  

Ⅱ  

戦後わが国の高度成長の原動力ほ，「重化学工業」に．あったといわれる。4）  

いま，この重化学工業化の進展を地域経済の視点よりながめるとき，それほま  

た「経済成長の地域的な不均等発展」をもたらしたと言い換えることができ  

る。6）そこで，わが国の高度成長を支えた，この重化学工業化の進展が，地域  

経済のいかなる変貌を惹起したか，この点に関する十分な認許がなに．よりもま  

ず要請され，それがまた地域経済分析の出発点をなすのである。   

かかる意味に．おいて，この方面での実証的研究ほすでに．数多くなされて－いる  

が，6）ここでは，そのうちの一つとして，宮沢健¶L教授の“fact－findingsりを要  

約・紹介することに．よって，まず問題意識の鮮明化に．努めることにしよう。7）   

宮沢教授は，戦後日本の高度成長期を前半期（昭和27～82年）と後半期（昭  

和82～87年）に．わけて，全国46都道府県別に．，各地域の県民分配所得成長率と  

1人当り県民分配所得水準成長率（いずれも名目成長率）をそれぞれ計測して  

3）「部門分割モデル」に関するこれまでの研究経過は，以下の順に従って－いる。山田浩   

之・井原健雄「産業連関の3部門分割モデル」，『経済論叢』，発98巻第5号，1966年11月。   

山田浩之・井原健雄「地域間の連関構造」，『地域開発と交通』，日本地域学会年報，算5   
号，（昭和41年皮），1967年9月。HiroyukiYamada，TakeoIhara，“Input・Output   
AnalysisofInte工regionalRepercussion”，PapersandProceedings，TheJapanSection   

Ofthe RegionalScienceAssociation，Vol…ⅠⅠⅠ，1968。拙稿，「地域経済の構造分析」  

『凝済論叢』，第101巻第1号，1968年1月。  

4）この点についてほ，たとえば，篠原三代平『産業構造論』，筑摩書房，1966年，21－44ぺ  

一汐，篠原三代平『高度成長の秘密』，日本経蕗新聞社，1961年，等を参照されたい。  

5）宮沢健一イ地域経済の変貌と課題」，『地域経済の基礎構造』，春秋社，1967年，5ぺ－ジ。   

なお，この節での現状分析は，宮沢健一・教授の前掲論文に負うところ大である。  

6）たとえば，伊藤善市・坂本二郎編『月本経済の新地図．』，日本放送出版協会，1966年，伊   

藤喜市・坂本二郎『都市化時代の日本経済．』，講談社，1967年，等々が指摘できる。  
7）宮沢健一・，前掲論文，5－51ぺ・一汐に．よる。   
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それに．もとづく地域経済変貌の特徴を以下の4点紅まとめてし、る。  

（1）高度成長の特定府県への「集中化現象」  

（2）都道府県別成長率の「順位交替現象」  

（3）首都圏経済紅おける「新しい分業関係」の形成  

（4）後進地域から先進地域への「人口移動現象」   

まず，第1の特徴は，県民分配所得成長率のみに注目して，これをさきの前  

半期と後半期に．わたる変化を通じてみた結果，導出されたものである。その具  

体的内容として，たとえば，全国平均の所得成長率（前半期は10．8％，後単期  

ほ18．8％）を上まわった府県の数を比較すれば，前半期に．は20都府県もあった  

のに．対して，後半期に．はそれが12都府県となり，約半減して1、る。る）   

つぎに．，第2の特徴は，この高度成長の特定府県への集中化現象をさらに．詳  

細に．検討した結果，すなわち，比較両期間にわたる各都道府県別成長率の順位  

変動に．よって－，明らかに．されたものである。このなかでも，とく紅．注目すべき  

現象として，東京都の所得成長率が頭打ち傾向を示したのに．対して－，後半期で  

は，神奈川，埼玉，千葉といった東京をとりまく関東近接諸県の上位進出がき  

わだっており，そのいずれもが全国平均を大幅に上まわる成長率を示したこと  

が指摘できる。9）   

第3の特徴ほ．，とりわけ重要である。なぜなら，それほ地域研究に．おいて㌧決  

定的意義をもつ，その研究対象としての「地域」の概念をいか紅規定し，また  

それを把握しなければならないかという基本的問題を示唆しているからに．はか  

ならない。10）すで把言及したように．過去10年間の前半期に．おいて，東京都の分  

配所得成長率は1臥8％と他を圧していたのに．対して，これが後半期に㌧入ってか  

らほ，その成長率が16小5％と逆に．低下を示し，これに．代わって－その近接諸県が  

－・躍上位を独占したという－・つの現象は，東京都を中心とする「経済圏」がそ  

こに．形成され，さらに．それが地理的に．拡大化の方向を目指して進展しているの  

だと理解すべきであろう。事実，各種の情報活動ならびに中枢管理機能の都心  

8）宮沢健一・，前掲論文，10ぺ」一汐。  

9）宮沢健一・，前掲論文，11ぺ－汐の表2を参照されたい。  

10）ちなみに，フランス学派紅おける地域概念の研究としては，石原照敏「フランス学派   
における「地域」紅ついて」，『香川大学経済論叢』，罪39巻第5・6号，1967年，がある。   
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部での集中的発展と同時に，内陸部に．向かっての工業立地の拡大深化ほ，凍京  

を中心とする首都圏経済払おける「新しい分業関係」形成の方向を装づけるで  

あろう。11）   

第4の特徴ほ，これまで伏せてきたもう・－・つの指標，すなわち各地域別の1人  

当り県民分配所得水準成長率の変化を吟味すること紅よってうる帰結である。  

それ把．よれば，高度成長に．よる地域的な不均等発展をこの「1人当り所得水準  

成長率の変化」でみる限り，地域格差が拡大したとほ．考えられず，むしろ縮小  

化の傾向がみられるのである。12）事実，東京都の1人当り所得成長率は，前  

半期に．おいで全国トップ・クラス紅あったものが，後半期でほはぼ全国平均の  

水準に．まで低下し，大阪，愛知紅いたっては，その1人当り所得水準成長率が  

全国平均の水準を下まわるという結果を示している。しかし，この一・事をもっ  

て，直ちに「地域格差」の縮小化と判断するのは，もとより軽率のそしりをま  

ぬがれないであろう。なぜなら，それに先行して「地域格差」の基本的性格の  

把扱がまず要請され，その理論的規定の仕方が当然問題視されねばならないか  

らである。13）したがって，先進地域についてみられるこの1人当り所得水準成  

長率の低下現象をもたらしたものは何か，という問い紅立ち向かうとき，その  

基本的に重要な要因をなしたものとして，後進地域から先進地域紅向かって生  

じた人口の社会的移動をあげるぺきであろう。14）   

以上紅よって明らかのように，地域経済に．おける現実の動向ほ，「全国総合  

開発計画」が当初意図した拠点開発方式の構想紅向かっているとほ判断し難   

11）宮沢健一・，前掲論文，14ぺ－ジ。  

12）地域間所得格差は一般に予想されているはど拡大せず，むしろ縮小化の傾向に．ある，   

とよく指摘されている。その理由として，伊藤着帯教授ほ．，第1紅，人口移動の効果，   

第2に，財政政策の効果，第3に，地域開発のための特別融資制度をあげている。伊藤   
善市・坂本二郎，前掲番，123－131ぺ・一汐参周。  

13）「一・般的にいって，賃金格差よりも所得格差や生産性格差が大きく，また一人当たりの   

民間資本装備率の格差がこれを上回り，さら紅またハイ・タレントの集槙の格差ほいっ   

そうこれを上回るといった関係がある。」という叙述が，伊藤蓉市・坂本二郎，前掲番，  

121ぺ－ジにみられる。この意味紅おいても，客観的かつ合目的「格差指標」の構成が   

望まれる。なお，この点についてほ，Ⅲ節で再度考察する。  

14）脚註12）を参照されたい。なお，宮沢教授は，人口移動の具体的内容として，もう－ 

つの現象，すなわち「都議イヒの進行」を指摘している。宮沢健一・，前掲論文，15－17ぺ   

－ジを参照されたい。   
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く，むしろその根本的な再検討が要請されている， というのが実情なのであ  

る。経済規模の患的拡大ほ，地域経済の著しい構造変化をもたらしたが，その  

基本的動向ほつぎの点に．もとめられる。すなわち、「既成工業地帯を軸とする  

集積の利益のはうがほるかに／強く作用して－，先進経済圏の地理的拡大の方向が  

進められてきた」ということである。15）   

この先進地域への集積進行ほ，「外部経済の効果」を目指す私的企業の行動  

原理紅起因するが，この同じ集積の進行が，同時にまた，「外部不経済の効果」  

をも生ぜしめることほ．いうまでもない。過密の弊害ほ，まさに．その－・例であ  

る。しかしながら，この二つの効果を民間企業の利潤べ－スに．てらして秤患掛  

酌し，なおかつ外部経済の効果が大であると判断されれば，ますます先進地域  

への集中化傾向ほ．促進されると考えられる。その意味において，現実に進行し  

た集中への内在的要因ほ，個別企業の行動様式の分析に．よって－，はじめて明確  

化しうるのである。   

また，この先進地域への集積進行に随伴して，地域経済に関する幾つかの藍  

要な問題群が顕在化し，さらに．それらが，いわゆる「地域の政策課題」とし  

て，重要な意義をもつに．いたった。そして，それらは「過密問題」，「過疎問題」，  

「格差問題」として，通常指摘されて■いるものに．はかならない。もちろん，地  

域経済の諸問題ほ，相互に．関連すべき部分を含むに．もかかわらず，このような  

三つのタイプの問題に．集約されるにいたった理由として，問題意識発生の地域  

別分布の差異が考えられる。1¢）すなわち，「過密」ほ，先進地域，なかでも大  

都市圏で主として問題視されているのに．対して－，「過疎」は，後進地域，なか  

でも人口流出の著しい山村地域等で深刻化している問題であり，さらに．「格  

差」は．，いわばその中間に．位置する中進・後進地域で重要な問題として－強く意  

識されて1、るように見受けられるからである。   

以下順をおって，この三つの政策課題としての問題の具体的内容を，簡単に．  

み．ておくことに．しよう。   

まず第一Lほ，過密の問題である。これは，先進地域へ向かって－の著しい人口  

15）宮沢健一・，前掲論文，18ぺ－・ジ。なお，全国の工業出荷額のうち，1965年においで，   

関東（35．・8％），近畿（23り3％），東海（16．4％）の三ブロックだけで75・5％，すなわち全   

国の3／4以上の構成比に達している。  

16）伊藤善巧・坂本二郎，前掲沓，106ぺ－汐参照。   
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移動と産業の集中化傾向にくらぺて，それに．対応する社会資本，そのなかでも  

とく紅道路・交通，生活環境施設等の相対的不足によって過密現象の発生をみ  

る。その具体的内容としてほ，住宅難，交通難，公害の発生，保健衛生状態の  

恵イヒ，文教および社会福祉施設の不足，社会的環境の悪化等といった－・連の問  

題を包摂している。ところで，過密の理論的規定もいまだ十分に．なされている  

とほ思われないが，少くともそれを国民経済全体の立場からみる限り，それが  

「資源の不適正配分に．もとづく社会的厚生のloss」とみなされるであろう。17）  

とすれば，過密発生の原因とL．ては，資本ストックの貧困を背景とするわが国  

経済での，私的分野と公的分野との不均衡にその根因があると考えられる。   

第二の問題は，過疎問題である。これは，先進地域への人口移動とうらほら  

に．，人口流出地域紅．おいて発生した問題である。普通，過疎問題とは，「人口  

密度が稀薄紅なりすぎた結果，社会生活を営むことが困難となり，－一・定の生活  

水準を維持することができなくなった状態」と定義されている。たとえば，若  

年労働の流出に．伴なう農業人口の老令化や，防災・医療・教育など，いわゆる  

社会的基礎条件の維持の困難化等の現象がそれである。この過疎問題発生の基  

本的要因としては，まず第一・に．，人口流出現象があることはいうまでもないが，  

さらにまた，これらの基礎条件を支える社会的間接資本の施設に．ほ，少くとも  

ある一・定の最低規模が要請されるという「設備の不可分性」の性格があるため  

に．，減少する人口数に．くらぺて不均衡が生じたという要因も見落すことはでき  

ないであろう。18）   

第三の問題は，地域格差の問題である。すでに．述べたように．，現実の地域経  

済の動向としての集積進行が，地域間に．おける経済発展の格差意識を惹起し，  

格差是正の要求がさらに．－・層強く叫ばれるに．至ったわけだが，この格差意識ほ  

これまでの後進地域開発計画の出発点をなしてし、たよう紅思われる。さらにま  

た，情報伝達組織の発達紅伴なって生じた生活様式の平準化の要求が，後進地  

域に．おける格差意識紅－・層拍車をかけ，後進性からの脱却に．主眼がおかれたこ  

とほいうまでもない。その具体的要求としてほ，たとえば1人当り所得水準を  

全国平均の水準にまで高めることだとか，生産性や資本ストックの相対的立ち  

17）福地崇生・信国轟載「地域間題のど汐ヨンと計盈」，『地域経済の基礎構造』，春秋社，  
1967年，74ぺ一汐。  

18）宮沢健一L，前掲論文，亜ぺ－ジ。   
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遅れをとり戻すこと等といった諸要求を指摘することができるであろう。   

しかしながら，政策課題として．の「格差」そのものの理論的規定の仕方につ  

いてほ．，なお未だ十分に．究明し尽されているとはいえない。つまり，地域格差  

とほ．何をさしていうのか。またそれをいかなる指標でとらえるのか。これらの  

点に．ついては，地域問題に．とって基礎的課題であるに．もかかわらず，案外なお  

ざりにされていたよう紅思われる。19）   

これら三つの問題群，すなわち「過密」，「過疎．」，「格差」は，相互に．独立し  

た問題として生じたのではなく，それらは，現代に．おける経済秩序の変貌過程  

－この端的特徴として，先進地域へ向かっての集積進行が指摘される－と  

いう，共通の基盤に根ざしてあらわれた「地域経済問題としての三つの現象」  

だと理解すべきものなのである。20）  

Ⅲ  

これまで，戦後わが国の地域経済の変貌の特徴を，宮沢健一・教授の実証的研  

究に．もとづいて明らかに．し，かつそれに伴なって顕在化した「地域の政策課  

題」としての三つの問題を与えてせた。したがって－， ここでは，その間題意識  

をふまえて，今後それらの具体的諸問題に対処していくときに．要請される基本  

的論点をまず解明・整理し，つぎにその基本的論点紅立脚してわれわれがこれ  

まで展開してせた分析手法の若干の吟味と今後の拡充の方向を，見定めること  

にしよう。  

〔1〕地域開発政策の基本的論点   

地域開発政策の基本的論点というとき，各種の問題を思い浮かべることがで  

きるであろうが，われわれは，そのなかでもとくに．次の三点が基本的に．重要な  

論点をなすと考える。  

（1）現状分析と将来の予測  

（2）日標の設定と効果の判定  

19）この分野での，画期的な研究業績として，福地崇生・侶国真載両氏の「格差発生論」，   

「格差政策論」がある。それは，格差の種類を格差発生の原因別に分解・吟味し，その   

各々に対応して，適正な格差是正の対策を講じようとする考え方軋もとづいている。福   

地崇生・信国兵載，前掲論文，62－64ぺ・－汐を参膿されたい。  

20）宮沢健一・，前掲論文，48ぺ－ジ。   
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（3）政策主体の機能と手段の選択  

以下，これらの項目別に．その具体的内容を検討していこう。   

まず第一・に．，現状分析と将来の予測であるが，すでに・みたよう紅，現実の地  

域経済は絶えず流動的であり，動態的変貌を遂げている，という認識が決定的  

紀要要である。このこ．とほ．，固定的ないし観念的に．みる立場を排除する。かく  

て，地域問題に．対処するとき，なに．よりもまず要請されるのは，現実の地域経  

済の動向に．対する客観的な認識であり，とりわけ経済内的要因を十分に・究明し  

ていくことが必要となる。たとえば，現実の動向として，先進地域への集中化  

傾向が観察されたとすれば，その集中化への内在的要因を究明することが，具  

体的政策提言に．とって必須となる。   

この現実の動向に．対する客観的認識の要請は，さらに次の二つの問題を派生  

する。その一つほ，「時間」にかかわる問題であり，他の一・つは，「空間」，す  

なわち「地域」概念の把握の仕方にかかわる問題である。   

まず，前者についてほ，現状分析を試み，さらに・将来の見通しを立て－ようと  

するとき，いかなる“timecoverage’’をとりあげるぺきか，という設問が用意  

されるであろう。将来の見通しとして要請される期間が長期になればなるは  

ど，現状分析に．要する観測期間もまた長くしなければならないからである。さ  

らにまた，過密，過疎，格差といった一・連の問題も；経済秩序の変貌過程で生  

じた一層の「時間的調整の遅れ」（adiustmentlag）としての性格をもっている  

こともまた事実である。とすれば，つねに短期的分析把・のみ視野を限定するこ  

とは，ある意味で，問題解明の糸口をみずから放棄することに・もなりかねない  

のである。   

また，後者の問題は，合目的地域区分を要請する。前節で，第3の特徴とし  

て言及したよう紅，現実の動向は，地域的不均等発展として進行し，それがま  

た，先進地域を中心とした「経済圏」の形成を促したが，さらに・その経済圏の  

合理的な分担関係が問題に．なろうとしているのである。これは，地域単位その  

ものの再考を必然的に．要請する。すなわち，経済活動の地域単位として，たと  

えば全国46都道府県別紅細分された各行政単位をとり，それに・もとづく地域経  

済の分析では，問題の解明にあたって十分な機能を果すとはいい難いであろ  

う。従来，地域間題の提起の仕方が，あまり紅も政治的色彩をおびており，裳   
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を返せば地域主義的エゴイズムの弁護に．過ぎなかったことは事実である。しか  

しわれわれとして：は，この地域主義的立場から脱却し，国民経済的見地から，  

地域経済の諸問題をみつめ，現実の変化の方向を見定める必要があろう。これ  

を，より具体的紅いえば，地域単位として「経済圏」に．注目し，その圏内に．お  

ける合理的な分担関係，さらに．圏内と圏外との分担関係について，十分な認識  

を払う必要があり，この意識を欠いた対策は，やがて：挫折を余儀なくされるで  

あろう。   

つぎに．，第二の基本的論点として，われわれは，目標の設定と効果の判定を  

指摘した。それは，地域開発の計画として，いかなる目標を設定し，また計画  

実施に伴なって生じた効果をいかなる基準で判定するか，という問題をさして 

いる。目標ほ．，あらゆる計画に．とって，不可欠の構成要素をなす。また，その  

目標が実践性をもつためにほ，それが現実に．基礎をもつものでなければならな  

いことほいうまでもない。しかし，さらに．－・歩進めて，その目標が，具体的内  

容として何を意味するか，また，それがいかに．して形成されるか等といった問  

題庭．立ち向かうとき，－儀的な解答を得ることほむつかしく，倫理的価値判断  

の問題がそこ虹．介入してくる。とほいえ，政策目棟を表わす価値命題の妥当性  

を仮定することは自由であり，仮設された価値命題からの帰結を導出する操作  

ほ，科学的な客観性を要求することができる性質のものである。叫   

さらにまた，地域開発問題自体の本質的属性ともいうぺき複合目的性（mul－  

tiple purpose）が，問題を一L層むつかしくしていることも見落すことはできな  

い。たとえば，過密是正，過疎是正，格差是正という三つの政策的課題は，相  

互に．関連した問題でほあるが，それが一つの政策のみで果してすべての効果を  

期待しうるか否かといえぼ卒直にいっで懐腰的に．ならざるをえないであろう。   

それにもかかわらず，現に私的企業の行動を規定する経済規模に．ついての私  

的最適点が存在し，それが資源配分紅おける社会的厚生のlossをもたらしたと  

考えるならば，われわれほ，さらに．，これとは別に．社会的最適点をもとめ，・ま  

たそれ紅関連して 

であろう。  

21）熊谷尚夫『経済政策原理』，岩波書店，1965年，13－16ぺ一－ジを参照されたい。   
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つぎに・，地域開発の計画実施に．伴なって生じた効果をいかなる基準で判定す  

るかという問題であるが，これ紅ついても未だ確定的な結論は存在せず，今後  

の課題として残されているものの一つである。たとえば，格差是正の要求に．対  

処するとき，格差そのものの基本的性格の把握が，先行すべき基礎課題となる  

のは明らかである。しかし，その場合についてみて－も，地域格差を表わす客観  

的指標として，数種類の定義が可能なのである。すなわち，「1人当り分配所  

得格差」，「1人当り民間資本装備率格差」，「1人当り社会的間接資本格差．」  

9 「労働平均生産性格差．」，「’労働限界生産性格差」等々が，それである。22）それ  

ゆえ，われわれとしては，これらのうら，とくに．重要だと判断すべきものを戦  

略的に取捨選択するか，さもなくば，これらすべての指標を包括した，いわば  

「総合指標」を作成しなければならないであろう。過密，過疎についても，ま  

た同じである。2さ）そして．，もし，これら諸概念の理論的規定と客観的尺度とし  

ての総合指標の開拓が進捗したとすれば，それに．随伴して，効果判定の基準も  

自ずと明確化していくことが推察できる。しかし，そこでもまた，〟time di－  

mension”と“space dimension”とに対する十分な認識が要請されるであろう  

ことほいうまでもない。   

地域開発政策の基本的論点として，第三紅指摘したものほ，政策主体の機能  

と手段の選択であった。これの意味するところほ，所詮，混合主義体制のもと  

で地域開発政策を遂行しようとするとき，まず政府部門と民間部門との機能の  

分担をいかに・明確化するか，というのがその前半であり，さらに目標達成のた  

め紅いかなる政策手段を行使するかというのがその後単に該当する。   

前節で，すでに．明らかに．したように．，集積の進行や過密の弊害ほ，元来，民  

間部門の私的経済活動（＝民間投資）と政府部門の公的経済活動（公共投資）と  

の不均衡紅由来する。つまり，先進地域では，民間投資の著しい進展の結果，  

これ紅必要な社会資本が相対的に．立ち遅れ，そこに過密発生の現象をみるに㌧至  

った。他方，後進地域紅おいては，公共投資の先行が強く要請されたにもかか  

わらず，それが居間投資の利潤べ－スに乗りうるだけの立地条件の改善紅つな  

㌶）この点については，福地崇生・信国共我，前掲論文，57ぺ－・ジを参照されたい。  
23）「過密指標」，「集積指標」の作成例としては，福地崇生・信国共我『首都圏経済の封   

量経済学的分析』，1967年，を参照されたい。   
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がらず，これが後進地域へのエ業誘地を困難紅している要因の－・つでもある。  

この事例に．よって判断しても，地域開発政策にとって，民間部門と政府部門と  

の均衡のとれた機能の遂行が，いかに屈要であるかは明らかであろう。24）   

つぎに，政策手段の選択であるが，これは「時間」（time dimension）によ  

って強く影響を受けることに．注意を払わねほならない。このことは，たとえば  

短期紅おいて，地域別就業者数ならび紅地域別居間資本ストック等の移動性  

（mobility）ほかなり制約を受けており，したがって，短期政策論でほ，， それら  

を所与不変と仮定し，そのもとで，公共投資と移転所得の地域別配分額等を政  

策手段変数とみるのがplausibleだと考えられるが，分析の時間的視野が長期  

になるのに応じて－，さきに所与不変と仮定した地域別就業者数，地域即民間資  

本ストック等の移動性ほ．増大し，かくてそれらを新たな政策手段変数紅加える  

必要が生じてくる。   

以上に∴おいて，われわれほ地域開発政策の基本的論点を三つの項目に．集約  

し，その具体的内容を，各項目別に．検討してきたが，それに・よって明らかに・さ  

れた共通の性格として，いずれの項目も複雑多岐な諸問題を内包している，  

という事実が指摘される。しかし，それに．もかかわらず，全体として斉合性  

（consistency）のある計画立案を志向し，またそれに対する具体的政策提言を  

試みようとするとき，われわれは，モデル分析に．よる接近の要請を，そこに見  

出すのである。25）  

〔2〕部門分割モデルの吟味と拡充の方向   

すでに，われわれは，「産業連関の3部門分割モデル」を提案して以来，そ  

の分析手法の－・般化紅努めると同時に，そのモデルの経験的適用としてニ，とり  

わけ地域連関分析への適用を試みてきた。呵この「部門分割モデル」の特徴ほ．，  

通常の地域間産業連関分析に．おける逆行列係数が地域間波及の究極的総効果の  

24）さらにまた，「政府部門」についても，「中央政府」と「地方政貯」との間紅財源調   

整制度が介在するゆえ，その両者の分担関係も考慮する必要がある。  
25）“Model－b11ildi喝けの立場よりみれば，さきの経済学的諸概念を所与不変とみるか，   

可変的とみるかの問題は，それら諸概念を，当該モデルの変数（外生変数）として明示   

的にとりあげるか香かの問題だと言いかえることができよう。さらにまた，モデル分析   

の意義として，復合目的性のCbeckが可能となる点が指摘できる。  

26）脚註3）を参照されたい。  
■   
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みしかわれわれに教えないのに対して，特定二地域，あるいほ特定三地域とい  

った，ある特定地域間の部分的な相互依存度に．関する計測可能な指標を与える，  

という点に．もとめられる。   

しかしながら，われわれの分析手法∬すなわち，計測方法－は，それ自  

体として－の意義をもつとしても，さら紅それが，経済予測に／いかに．活用されう  

るのか，あるいほ，またそれが，「地域開発」という政策立案に．とって基礎的  

素材を提供しうるのか否か，といった応用的次元から考えなおすならば，そこ  

に幾つかの重要な問題があらわれてくる。事実，筆者自身の問題意識もその方  

向へ移行しつつあり，またそれが，残されている重要な課題の一てつでもあるこ  

とを考え．合わせて，ここで，その点紅ついて言及し，それに・関連して，将来の  

拡充の方向を見定めておくことにしよう。   

かくて，考察の対象となる「部門分割モデル」のback－Stageほ，これまで  

検討してきた「地域経済の変貌過程」ということになる。   

まず，膿序として－，通常の「地域間産業連関モデル」の目的と，その－・般的  

な拡充の方向をみておこう。「地域間産業連関モデル」の目的ほ，≪地域ごと  

に分割された産業連関モデルをつくることに．よって，単－・のnationalmodelで  

はなしえ．なかった地域ごとの産業構造の差異と経済活動の地域のあいだでの波  

及関係を分析すること≫にある，といわれる。27）っまり，経済活動の地域間交  

流関係の把撞が，その主眼となる。かかる意味紅おいて－，地域間産業連関分析  

は，「ある地域で行なわれた公共投資（たrとえば，住宅建設，道路建設，港湾  

整備など）の，各地域の産業や地域所得へ及ぼす波及効果を予測するのに有効  

な分析手法」となるのである。28）   

つぎ紅，この地域間産業連関分析をさらに拡充・発展させていく方向として，  

基本的に．ほつぎの二つが考えられる。29）  

（i）内包的（intensive）な拡充の方向  

27）渡部福太郎『景気変動と国際収支．』，創文社，1962年，157ぺ一汐。  

28）金子敬生「地域の経済計静とモデル分析」，『地域経済の基礎構造』，春秋社，1967年，  
163ぺ－・ジ。  

29）通商産業大臣官房調査統計部編『日本経済の地域連関分析』，日本経済新聞社，1967年，   
244－245ぺ－ジ。   
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（ii）外延的（extensive）な拡充の方向   

まず，第一・の内包的拡充の方向とは，地域間産業連関分析のなかにあって－，こ  

れまで考慮外におかれていた要素を明示的に導入していくとか，さら軋また，  

従来不明であった内部関連性を解きはぐしていくといった拡充化をさしている  

が，その具体例として－，外生部門（たとえば，消費部門）の内生化，モデルの  

動学化，逆行列係数の分解分析（ここでいう，部門分割モデル）等がある。   

第二の外延的拡充の方向とは，通常の地域間産業連関分析をもとにして，そ  

れにイ也の諸モデルを結合していくという拡充化をさして1、る。他の諸モデルと  

しては，たとえば，エコノメトリック・モデル，線型計画モデル，さらに・また，  

他種の地域分析モデル等－たとえば，グラグイチイ・モデル，産業複合体分  

析等－がある。   

さて－，以上のようにみてくると，われわれの「部門分割モデル」ほ．，波及理  

論としての地域間産業連関分析の内包的拡充の方向に・位置づけられていること  

が判明する。そこで，最後紅，この「部門分割モデル」に・対する応用的視点か  

らの若干の吟味と，今後の拡充の方向を見定めることにしよう。   

第一Lの課題は，≪モデルのWOrkabilityならびに制約条件の検討＞＞である○  

産業連関分析の意義は，「産業連関表」をただ単に，，記述上のエ夫（descriptive  

device）としてみるのにとどまらず，さらに．幾つかの強い仮定を導入すること  

紅よって，「投入係数表」，「逆行列係数表」を作り，それを分析用具（analytical  

tool）に変えた点紅もとめられる。80）それは，つまり記述的利用から体系的・  

操作的利用への変換を意味する。したがって，そこでは，構造定数の安定性の  

吟味が決定的に．重要な問題となる。たとえば，新規産業の後進地域への進出  

は，当該地域の構造定数に変化を与えるであろうし，また，地域開発計画は通  

常10～15年といった比較的長期に．わたって－なされるので，その間に・おける構造  

定数の変化は，かなり大きいと考えられる。かくて，この分野での実践的研究  

30）技術紅関する仮定として，つぎの三つがある。（i）規模に関して収稜不変，（ii）等   
鼠曲面の凸性，（iii）固定的生産係数。この点については，Dorfman，Samuelson，   

Solow，“Linear Programming and Economic Analysis’，，McGraw－Hill，1958，   

pp．208－210を参照されたい。   
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ほ，将来に‥おける拡充方向の一つをなす。31）   

第二の課題ほ，≪波及過程の時間的継起を明示的に．考察しうるモデルの作成  

≫である。われわれの「部門分割モデル」ほ，あくまでも静学モデルであった  

ことほ，いうまでもない。したがって－，・そtに・は，時間要素（time element）  

が明示的に入っていないモデルである。もちろん，波及過程を究極的な総効果  

としてのみ捉えるのではなく，その波及過程を段階進行的に．追跡するという特  

徴をもっていたが，それもある特定年度について作成された地域間産業連関表  

より導出した構造定数の域を出るものではなかった。かくて－，残されている拡  

充のもう一つの方向紅位置しているのが，「モデルの動学化」であり，さら紅  

“Impact Analysis’’である。82）   

第三の課題は，≪ヱ・コノメトリック・モデルとの結合に．よる各種のシミユレ  

ー・ション実験≫である。地域における経済引算の統計資料として，「地域産業  

連関表」と「地域所得勘定」とがある。88）したがって－，地域経済のモデル分析  

としては，前者に．対応して－「地域の産業連関モデル」があるのと同様に，後者  

に．対応して「地域の所得モデル」が考えられる。われわれほ，このうち「地域  

の産業連関モデル」をとりあげ，その理論的拡充と経験的適用を試みてせた。  

他方，エコノメトリック・モデルも，経済変数間の相互規定の関係を矛盾なく  

同時に．把握する方法としては，説得力をもつことが知られている。84）また，地  

域の所得モデルといって■も，「支出面中心のモデル」もあれば，「生産面中心  

のモデル」もある。き5）このうち，前者のメリットとしては，有効需要の側面よ  

り各種の政策シミ、コ．レ－レヨン実験が可能となり，さらにまた，産業連関モデ  

ルとの結合・操作が可能となることがある。後者のメリットとしては，生産面   

31）「モーゼス型地域間産業連関モデル」では，「地域別投入係数」と「地域間交易係   

数」が分離されているが，これらの構造定数の安定性のテストとして，前者について－は   

RAS方式が利用可能であり，後者紅ついては，Gravity・モデルが利用可能である。  
32）この方向に沿った研究は，1967年9月12日，“RegionalScience Association”の第3   

回極東大会においてIsaId教授により示唆されたものである。  

33）これに加えで，「資金循環表」（マネ－・プロ一表）がある。この点についての立ち   

入った議論については，たとえば，金子敬生，前掲論文，101－135ぺ」－ジを参照された   

い。  

34）金子敬生，前掲論文，164ぺ－ジ。  

35）この点の説明について．－ほ，金子敬生，前掲論文，137－138ぺ－汐を参照されたい。   
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より各産業での付加価値発生のメカニズムが明らかに．なり，また生産関数との  

接合をはかれば，産業構造の側面が明らかとなる。かかる意味紅おいて，外延  

的な拡充の方向も，また別途，究明さるぺき課題をなす。   

（付記）本研究ほ，昭和42年度文部省科学研究費〈試験研究）紅よる研究成果の－・部で  

ある。   
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